
公益法人
の区分

国所
管、都
道府県
所管の
区分

応札・応
募者数

９２式信管のフォローアッ
プの性能確認試験のうち９
次試験のための腔圧計測作
業
１件

分任支出負担行為担当官
防衛装備庁陸上装備研究所
総務課長　堀　　博
神奈川県相模原市中央区淵
野辺２－９－５４

令和5年1月6日
（株）東陽テクニカ
東京都中央区八重洲１
丁目１番６号

8010001051991

本件を実施するためには、インター
ナルプレッシャーゲージ（HPI社製
B252-800）の構造、機能、性能、取
扱方法に関する知識及び技術を有し
ていることが必要不可欠であり、上
記を資格要件として公募を実施した
結果、応募者が該者１者のみであっ
たため。
（会計法第２９条の３第４項）

1,991,000 1,980,000 99.45%

９２式信管のフォローアッ
プの性能確認試験のうち９
次試験のための弾道計算作
業
１件

分任支出負担行為担当官
防衛装備庁陸上装備研究所
総務課長　堀　　博
神奈川県相模原市中央区淵
野辺２－９－５４

令和5年1月10日
（株）小松製作所
東京都港区赤坂２丁目
３番６号

1010401010455

本件を実施するためには、ア　Ｍ１
０７りゅう弾・信管Ｂ型テレメータ
弾の弾道計算に必要な性能に関する
知識を有していること。
イ　アに関する空力係数を使用し弾
道計算を実施し弾着点を予測する知
識及び技術を有していることが必要
不可欠であり、上記を資格要件とし
て公募を実施した結果、応募者が該
者１者のみであったため。
（会計法第２９条の３第４項）

同種の他の契
約の予定価格
を類推される
おそれがある
ため公表しな
い

1,333,200 -

光学飛しょう体追尾装置撮
影作業（その４）
１件

分任支出負担行為担当官
防衛装備庁陸上装備研究所
総務課長　堀　　博
神奈川県相模原市中央区淵
野辺２－９－５４

令和5年1月11日
（株）ノビテック
東京都渋谷区恵比寿１
丁目１８番１８号

8011001039795

本件を実施するためには、光学飛
しょう体追尾装置の使用に関する知
識及び技術を有していることが必要
不可欠であり、上記を資格要件とし
て公募を実施した結果、応募者が該
者１者のみであったため。
（会計法第２９条の３第４項）

14,828,000 14,707,000 99.18%

滑走型車両上陸シミュレー
ション性能確認試験の技術
支援
１件

分任支出負担行為担当官
防衛装備庁陸上装備研究所
総務課長　堀　　博
神奈川県相模原市中央区淵
野辺２－９－５４

令和5年1月12日
三菱重工業（株）
東京都千代田区丸の内
３丁目２番３号

8010401050387

本件を実施するためには、車両用多
種環境シミュレータの機能及び性能
に関する知識並びに水陸両用車の機
動性解析に関する技術を有している
ことが必要不可欠であり、上記を資
格要件として公募を実施した結果、
応募者が該者１者のみであったた
め。
（会計法第２９条の３第４項）

同種の他の契
約の予定価格
を類推される
おそれがある
ため公表しな
い

2,976,600 -

公益法人の場合

備考

公共調達の適正化について（平成18年８月25日付財計第2017号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品・役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成24年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及び数量
契約担当官等の氏名並びに
その所属する部局の名称及

び所在地
契約を締結した日

契約の相手方の商号又
は名称及び住所

随意契約によることとした会計法令
の根拠条文及び理由

（企画競争又は公募）
予定価格 契約金額 落札率

再就職
の役員
の数

法人番号

付紙様式第４



公益法人
の区分

国所
管、都
道府県
所管の
区分

応札・応
募者数

公益法人の場合

備考

公共調達の適正化について（平成18年８月25日付財計第2017号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品・役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成24年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及び数量
契約担当官等の氏名並びに
その所属する部局の名称及

び所在地
契約を締結した日

契約の相手方の商号又
は名称及び住所

随意契約によることとした会計法令
の根拠条文及び理由

（企画競争又は公募）
予定価格 契約金額 落札率

再就職
の役員
の数

法人番号

付紙様式第４

水際障害処理装置（地雷原
処理装置）の性能確認試験
のための技術支援（その
１）－５
１件

分任支出負担行為担当官
防衛装備庁陸上装備研究所
総務課長　堀　　博
神奈川県相模原市中央区淵
野辺２－９－５４

令和5年1月12日

（株）IHIエアロス
ペース
東京都江東区豊洲３丁
目１番１号

4010601031653

本件を実施するためには、水際障害
処理装置（地雷原処理装置）の試作
契約での成果を継承し、当該調達に
必要となる水際障害処理装置（地雷
原処理装置）の構造、機能、性能に
関する知識及び取扱技術を有してい
ることが必要不可欠であり、業態調
査の実施時点において、契約履行に
必要な知識及び技術を有する者は、
（株）ＩＨＩエアロスペースのみで
あるため。なお、本契約への新規参
入者を募る公示を常続的に行ってい
るところ、当該公示に応募する者は
確認されていない。
（会計法第２９条の３第４項）

同種の他の契
約の予定価格
を類推される
おそれがある
ため公表しな
い

24,424,400 -

９２式信管のフォローアッ
プの性能確認試験のための
技術支援（その１）－９
１件

分任支出負担行為担当官
防衛装備庁陸上装備研究所
総務課長　堀　　博
神奈川県相模原市中央区淵
野辺２－９－５４

令和5年1月13日

（株）ＹＤＫテクノロ
ジーズ
神奈川県秦野市曽屋５
００番地

1021001022880

本件を実施するためには、９２式信
管のフォローアップの試作契約での
成果を継承し、当該調達に必要とな
る９２式信管のフォローアップの構
造、機能、性能に関する知識及び取
扱技術を有していることが必要不可
欠であり、業態調査の実施時点にお
いて、契約履行に必要な知識及び技
術を有する者は、（株）YDKテクノロ
ジーズのみであるため。なお、本契
約への新規参入者を募る公示を常続
的に行っているところ、当該公示に
応募する者は確認されていない。
（会計法第２９条の３第４項）

同種の他の契
約の予定価格
を類推される
おそれがある
ため公表しな
い

18,216,000 -

９２式信管のフォローアッ
プの性能確認試験のための
技術支援（その２）－９
１件

分任支出負担行為担当官
防衛装備庁陸上装備研究所
総務課長　堀　　博
神奈川県相模原市中央区淵
野辺２－９－５４

令和5年1月13日

（株）ナックイメージ
テクノロジー
東京都港区北青山２丁
目１１番３号

8010401082240

本件を実施するためには、92式信管
のフォローアップの試作契約での成
果を継承し、当該調達に必要となる
92式信管のフォローアップのうち作
動位置解析装置の構造、機能、性能
に関する知識及び取扱技術を有して
いることが必要不可欠であり、業態
調査の実施時点において、契約履行
に必要な知識及び技術を有する者
は、（株）ナックイメージテクノロ
ジーのみであるため。なお、本契約
への新規参入者を募る公示を常続的
に行っているところ、当該公示に応
募する者は確認されていない。
（会計法第２９条の３第４項）

同種の他の契
約の予定価格
を類推される
おそれがある
ため公表しな
い

6,777,100 -



公益法人
の区分

国所
管、都
道府県
所管の
区分

応札・応
募者数

公益法人の場合

備考

公共調達の適正化について（平成18年８月25日付財計第2017号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品・役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成24年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及び数量
契約担当官等の氏名並びに
その所属する部局の名称及

び所在地
契約を締結した日

契約の相手方の商号又
は名称及び住所

随意契約によることとした会計法令
の根拠条文及び理由

（企画競争又は公募）
予定価格 契約金額 落札率

再就職
の役員
の数

法人番号

付紙様式第４

多種目標対処弾技術の性能
確認試験（効果検証試験）
のための技術支援
１件

分任支出負担行為担当官
防衛装備庁陸上装備研究所
総務課長　堀　　博
神奈川県相模原市中央区淵
野辺２－９－５４

令和5年1月18日
（株）小松製作所
東京都港区赤坂２丁目
３番６号

1010401010455

本件を実施するためには、多種目標
対処弾技術の研究試作のうち専用試
験装置の構造、機能・性能及び多種
目標対処弾技術の研究試作のうち専
用試験装置を評価するために必要な
計測手法等に関する知識及び技術を
有していることが必要不可欠であ
り、上記を資格要件として公募を実
施した結果、応募者が該者１者のみ
であったため。
（会計法第２９条の３第４項）

同種の他の契
約の予定価格
を類推される
おそれがある
ため公表しな
い

8,848,400 -

機動戦闘車の車両走行デー
タ取得役務
１件

分任支出負担行為担当官
防衛装備庁陸上装備研究所
総務課長　堀　　博
神奈川県相模原市中央区淵
野辺２－９－５４

令和5年1月19日
三菱重工業（株）
東京都千代田区丸の内
３丁目２番３号

8010401050387

本件を実施するためには、１６式機
動戦闘車の機能、性能、構造、車両
情報記録装置等の操作に関する知識
及び技術を有していることが必要不
可欠であり、上記を資格要件として
公募を実施した結果、応募者が該者
１者のみであったため。
（会計法第２９条の３第４項）

同種の他の契
約の予定価格
を類推される
おそれがある
ため公表しな
い

2,220,900 -

CBRN対応遠隔操縦作業車両
システムの衛星無線局維持
作業
１件

分任支出負担行為担当官
防衛装備庁陸上装備研究所
総務課長　堀　　博
神奈川県相模原市中央区淵
野辺２－９－５４

令和5年1月19日

（株）IHIエアロス
ペース
東京都江東区豊洲３丁
目１番１号

4010601031653

本件を実施するためには、ＣＢＲＮ
対応遠隔操縦作業車両システムの構
造、機能及び性能に関する知識を有
していることが必要不可欠であり、
上記を資格要件として公募を実施し
た結果、応募者が該者１者のみで
あったため。
（会計法第２９条の３第４項）

同種の他の契
約の予定価格
を類推される
おそれがある
ため公表しな
い

4,786,100 -

９２式信管のフォローアッ
プの性能確認試験のための
技術支援（その４）－９
１件

分任支出負担行為担当官
防衛装備庁陸上装備研究所
総務課長　堀　　博
神奈川県相模原市中央区淵
野辺２－９－５４

令和5年1月20日
（株）ノビテック
東京都渋谷区恵比寿１
丁目１８番１８号

8011001039795

本件を実施するためには、高精度化
弾薬システム(その２)の研究試作の
うち地上装置及び専用試験装置のう
ち地上装置のうち弾道計測装置
（Weibel Scientific社製MFTR-
60037）及びコントローラ（ノビテッ
ク社製AP-60037-700i）の取扱いに関
する知識及び技術を有していること
が必要不可欠であり、上記を資格要
件として公募を実施した結果、応募
者が該者１者のみであったため。
（会計法第２９条の３第４項）

6,670,400 6,589,000 98.78%



公益法人
の区分

国所
管、都
道府県
所管の
区分

応札・応
募者数

公益法人の場合

備考

公共調達の適正化について（平成18年８月25日付財計第2017号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品・役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成24年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及び数量
契約担当官等の氏名並びに
その所属する部局の名称及

び所在地
契約を締結した日

契約の相手方の商号又
は名称及び住所

随意契約によることとした会計法令
の根拠条文及び理由

（企画競争又は公募）
予定価格 契約金額 落札率

再就職
の役員
の数

法人番号

付紙様式第４

９２式信管のフォローアッ
プの性能確認試験のための
技術支援（その３）－９
１件

分任支出負担行為担当官
防衛装備庁陸上装備研究所
総務課長　堀　　博
神奈川県相模原市中央区淵
野辺２－９－５４

令和5年1月20日
中国化薬（株）
広島県呉市天応塩谷町
１番６号

4240001026181

本件を実施するためには、Ｍ１０７
りゅう弾、信管Ｂ型テレメータ弾・
Ｍ８２Ｊ撃発火管の取扱方法に関す
る知識及び技術を有していることが
必要不可欠であり、上記を資格要件
として公募を実施した結果、応募者
が該者１者のみであったため。
（会計法第２９条の３第４項）

同種の他の契
約の予定価格
を類推される
おそれがある
ため公表しな
い

4,010,600 -

数値解析ソフトウェアのイ
ンストール作業
１件

分任支出負担行為担当官
防衛装備庁陸上装備研究所
総務課長　堀　　博
神奈川県相模原市中央区淵
野辺２－９－５４

令和5年1月20日

伊藤忠テクノソリュー
ションズ(株)
東京都港区虎ノ門４丁
目１番１号

2010001010788

本件を実施するためには、数値解析
ソフトウェア（ANSYS AUTODYN、
ANSYS AUTODYN PrepPost、ANSYS/LST
LS-DYNA）のライセンスに関する権限
を保有していることが必要不可欠で
あり、上記を資格要件として公募を
実施した結果、応募者が該者１者の
みであったため。
（会計法第２９条の３第４項）

3,545,300 3,545,300 100.00%

多種目標対処弾技術の性能
確認試験（威力確認試験
（先駆弾頭威力））のため
のデータ図表等作成作業
１件

分任支出負担行為担当官
防衛装備庁陸上装備研究所
総務課長　堀　　博
神奈川県相模原市中央区淵
野辺２－９－５４

令和5年1月20日
（株）小松製作所
東京都港区赤坂２丁目
３番６号

1010401010455

本件を実施するためには、多種目標
対処弾（静爆用）のうち先駆弾頭部
に関する細部設計仕様、構造・形
状・機能・性能及び多種目標対処弾
（静爆用）のうち先駆弾頭部に関す
る計測手法等に関する知識を有して
いることが必要不可欠であり、上記
を資格要件として公募を実施した結
果、応募者が該者１者のみであった
ため。
（会計法第２９条の３第４項）

同種の他の契
約の予定価格
を類推される
おそれがある
ため公表しな
い

3,681,700 -

水際障害処理装置（地雷原
処理装置）の性能確認試験
のための不発弾処理支援役
務（その２）
１件

分任支出負担行為担当官
防衛装備庁陸上装備研究所
総務課長　堀　　博
神奈川県相模原市中央区淵
野辺２－９－５４

令和5年1月20日
中国化薬（株）
広島県呉市天応塩谷町
１番６号

4240001026181

本件を実施するためには、水際障害
処理装置（地雷原処理装置）の試作
契約での成果を継承し、当該調達に
必要となる水際障害処理装置（地雷
原処理装置）の処理索の構造、機
能、性能に関する知識及び取扱技術
を有していることが必要不可欠であ
り、業態調査の実施時点において、
契約履行に必要な知識及び技術を有
する者は、中国化薬（株）のみであ
るため。なお、本契約への新規参入
者を募る公示を常続的に行っている
ところ、当該公示に応募する者は確
認されていない。
（会計法第２９条の３第４項）

同種の他の契
約の予定価格
を類推される
おそれがある
ため公表しな
い

4,877,400 -



公益法人
の区分

国所
管、都
道府県
所管の
区分

応札・応
募者数

公益法人の場合

備考

公共調達の適正化について（平成18年８月25日付財計第2017号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品・役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成24年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及び数量
契約担当官等の氏名並びに
その所属する部局の名称及

び所在地
契約を締結した日

契約の相手方の商号又
は名称及び住所

随意契約によることとした会計法令
の根拠条文及び理由

（企画競争又は公募）
予定価格 契約金額 落札率

再就職
の役員
の数

法人番号

付紙様式第４

コンデンサバンクの修理
１件

分任支出負担行為担当官
防衛装備庁陸上装備研究所
総務課長　堀　　博
神奈川県相模原市中央区淵
野辺２－９－５４

令和5年1月20日

ニチコン（株）
京都府京都市中京区烏
丸通御池上る二条殿町
５５１番地

2130001022029

本件を実施するためには、コンデン
サバンクの設計に関する知識及び技
術を有していることが必要不可欠で
あり、上記を資格要件として公募を
実施した結果、応募者が該者１者の
みであったため。
（会計法第２９条の３第４項）

17,516,400 17,406,400 99.37%

対銃弾耐弾性評価装置及び
飛翔体発射具の点検整備
１件

分任支出負担行為担当官
防衛装備庁陸上装備研究所
総務課長　堀　　博
神奈川県相模原市中央区淵
野辺２－９－５４

令和5年1月25日
豊和工業(株)
愛知県清須市須ケ口１
９００番地１

7180001032621

本件を実施するためには、武器等製
造法に基づく製造許可を有している
こと、対銃弾耐弾性評価装置及び飛
翔体発射具の取扱いに関する知識及
び技術を有していることが必要不可
欠であり、上記を資格要件として公
募を実施した結果、応募者が該者１
者のみであったため。
（会計法第２９条の３第４項）

同種の他の契
約の予定価格
を類推される
おそれがある
ため公表しな
い

1,105,500 -

９２式信管のフォローアッ
プの性能確認試験のうち９
次試験のための気象観測等
作業
１件

分任支出負担行為担当官
防衛装備庁陸上装備研究所
総務課長　堀　　博
神奈川県相模原市中央区淵
野辺２－９－５４

令和5年1月27日
三興通商（株）
東京都港区浜松町２丁
目７番１号

9010401012072

本件を実施するためには、法的資格
要件を満たしていること（法的要件
については、電波法に基づく運用許
可を受けていること）、弾道計算に
必要な気象データを出力する弾道気
象専用可搬型戦術用GPSゾンデ受信装
置及び気象データを計測するラジオ
ゾンデの構造、機能、性能に関する
知識及び取扱技術を有していること
が必要不可欠であり、上記を資格要
件として公募を実施した結果、応募
者が該者１者のみであったため。
（会計法第２９条の３第４項）

6,481,200 6,270,000 96.74%

※公益法人の区分において、「公財」は、「公益財団法人」、「公社」は「公益社団法人」、「特財」は、「特例財団法人」、「特社」は「特例社団法人」をいう。

（注）必要があるときは、各欄の配置を著しく変更することなく所要の変更を加えることその他所要の調整を加えることができる。


